
2025年8月4日

業務名称：2026年度-2028年度JICA海外協力隊募集広報関連業務  

　（公告日：2025年7月11日　調達管理番号：25a00121）について、入札説明書に関する質問と回答は以下のとおりです。

質問回答については、機密保持誓約書を提出し、資料を受領した全ての者に対して、機構よりメールにて回答します。
　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国際協力機構

　　　　　　　　　　　　　　　国際協力調達部次長（契約担当）

通番 該当頁 項目 訂正前 訂正後
1 46P 第４ 経費に係る留意点 ２）直接経費

当該業務の実施にあたって支出が想定される直接経費は制作費、媒体費、ウェブサイト運
営費、広報効果測定調査の実施と報告費です。
直接経費として 620,000 千円（3 年分、税抜き）を定額で計上してください。
当該経費は、入札時点でその適切な見積もりが困難であることから、定額で入札金額に計
上することにより、価格競争の対象とはしません。本委託業務の目的及び目標の達成に向
け、追加施策が必要と思われる場合、追加施策費を別途計上してください。ただし、本経
費については、業務完了時に証拠書類に基づき精算を行います。また、契約期間中に増額
が必要となる場合には発注者、受注者双方で協議し、当該部分について増額の契約変更を
行うことを可とします。

２）直接経費
当該業務の実施にあたって支出が想定される直接経費は制作費、媒体費、ウェブサイト運
営費、広報効果測定調査の実施と報告費です。
直接経費として620,000千円（3年分、税抜き）を定額で計上してください。
当該経費は、入札時点でその適切な見積もりが困難であることから、定額で入札金額に計
上することにより、価格競争の対象とはしません。
ただし、本経費については、業務完了時に証拠書類に基づき精算を行います。また、契約
期間中に増額が必要となる場合には発注者、受注者双方で協議し、当該部分について増額
の契約変更を行うことを可とします。
３）本委託業務の目的及び目標を踏まえて、委託業務内容以外（例：課題解決につながる
アイデア等）にも必要な方策を技術提案書にて価格も含めて新たに提案する場合は、報酬
は900人日の範囲内とし、必要に応じ、直接経費のみ追加計上（価格競争に含む）してくだ
さい。

2 48P 積算フォーマット 別添のとおり修正します。

説明書の訂正


